
補完的輸出規制（キャッチオール規制等）輸出許可申請に係る手続きフロー図

注：令和7年10月9日より施行される内容

（※1）輸出令別表第１ １６項中欄：
関税定率法別表第２５類から第４０類まで、
第５４類から第５９類まで、第６３類、第６８類
から第９３類まで又は第９５類に該当する貨物

（※2）輸出令別表第３の国：
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ、ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ｵｰｽﾄﾘｱ、ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、
ｶﾅﾀﾞ、ﾁｪｺ、ﾃﾞﾝﾏｰｸ、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、ﾌﾗﾝｽ、ﾄﾞｲﾂ、
ｷﾞﾘｼｬ、ﾊﾝｶﾞﾘｰ、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ、ｲﾀﾘｱ、大韓民国、
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ、ｵﾗﾝﾀﾞ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、ﾉﾙｳｪｰ、
ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ、ｽﾍﾟｲﾝ、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ、ｽｲｽ、
英国、ｱﾒﾘｶ合衆国

（※3）大量破壊兵器等：
・核兵器
・軍用の化学製剤
・軍用の細菌製剤
・軍用の化学製剤又は細菌製剤の散布の
ための装置

・300km以上運搬することができるロケット
・300km以上運搬することができる無人航空機
※部分品も含む。

（※4）開発等：

開発、製造、使用又は貯蔵

（※5）おそれ省令 別表に掲げる行為：
・核燃料物質又は核原料物質の開発等
・核融合に関する研究
・原子炉（発電用軽水炉を除く）又はその部分
品若しくは附属装置の開発等

・重水の製造
・核燃料物質の加工
・核燃料物質の再処理

※ 上記フローは輸出貿易管理令別表第１の１６の項に係るものであり、同表１～１５の項の許可に係る手続又は輸出貿易管理令別表第２の
承認に係る手続は対象外。

上記フローは、一つの参考例を示したものであり、手続等の手順は各企業に委ねられるものである。

貨物が輸出令別表第１の１～１５
項に該当しない

許可申請必要（注7）

用途

①大量破壊兵器等の開発等を行う（行った）か、
②外国ユーザーリスト（懸念区分：BCMN）に該当するか（注5）
又は

③仕向地が（a）か（b）に該当し、かつ、需要者が（c)か(d)に該当するか

（a）別表第３の２の国・地域

（ｂ）一般国（貨物が特定品目である場合に限る）

（ｃ）通常兵器の開発・製造・使用を行う（行った）か

（ｄ）外国ユーザーリスト（懸念区分：通常兵器）に該当するか（注5）

①（前段が①又は②）大量破壊兵器等の
 開発等及び別表に掲げる行為以外に
 用いられることが明らかか（注6）

②（前段が③）通常兵器の開発・製造・使用
 以外に用いられることが明らかか（注6）

〔 需 要 者 確 認（注4） 〕

NO

YES

YES

確定

NO

NO

〔 用 途 確 認（注4） 〕

（※7）輸出令別表第３の２に掲げる国・地域：
ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ、中央ｱﾌﾘｶ、ｺﾝｺﾞ民主共和国、ｲﾗｸ、
ﾚﾊﾞﾉﾝ、ﾘﾋﾞｱ、北朝鮮、ｿﾏﾘｱ、南ｽｰﾀﾞﾝ、ｽｰﾀﾞﾝ

需要者

NO

【客観要件】

未確定

YES

YES

NO

（※6）通常兵器：
輸出令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物

（大量破壊兵器等に該当するものを除く。）

YES

①大量破壊兵器等（※3）の開発等（※4）若しくは

②別表に掲げる行為（※5）に用いられるか

又は

③仕向地が（a）か（b）に該当し、通常兵器（※6）の開発・製造・使用

に用いられるか

（a）別表第３の２の国・地域（※7）

（b）一般国（※8）（貨物が特定品目（※9）である場合に限る）

仕向地は輸出令別表第３の国（※2）か

引き合い

貨物が16項の中欄（※1）に掲げる

ものに該当しないことが明らかか

経済産業大臣から輸出許可申請をすべき
旨の通知を受けた場合は、フロー図にかか
わらず、輸出許可申請が必要。

インフォーム要件

（注1）、（注2）

（注3）

(注1) 大量破壊兵器の開発等に用いられるおそれの強い貨物例を輸出する場合は、輸出者においては特に慎重な確認が必要です。
(注2) 輸出令別表第３の２の国・地域を仕向地等とする場合であって、通常兵器の開発、製造若しくは使用に用いられるおそれの強い貨物例

（輸出令別表第１の１６の項（１）に掲げる貨物を除く。）を輸出する場合は、輸出者においては特に慎重な確認が必要です。
(注3) 輸出者による確認のポイントは、①用途確認（エンドユース）②需要者確認（エンドユーザー）の２点です。
(注4) 契約書や輸出者が入手した文書等での記載又は輸入者等から連絡を受けた場合等から判断する。
(注5) 需要者が外国ユーザーリストに記載されていないか確認してください。
(注6) 需要者が需要者要件に該当する場合は、「おそれがない」ことが「明らかなとき」を判断するためのガイドラインを確認の上、用途及び取引

の条件・態様から判断する。
(注7) 輸出令別表第１の１６の項（１）に掲げる貨物であって、インド、インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、ベトナム、マレーシア

を仕向地とし、軍若しくは軍関係機関若しくはこれらに類する機関又はこれらのものから委託を受けた者が需要者である場合、特別一般包括
許可を適用できる。ただし、需要者が外国ユーザーリストに掲載されている者又は輸出令第４条第１項第３号イ、ロ、ニに該当するものを除く。

（※9）特定品目：
輸出令別表第１の１６の項の中欄（１）に掲げる
貨物

（※8）一般国：
輸出令別表第３の国
又は別表第３の２に掲げる国・地域以外

許可申請不要

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_kanzeiteiritu.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/kanri/shyourei-matrix/kamotsu_matrix_20250528.xlsx
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t04shinsei/t04shinsei_heikikamoturei.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/catch-all/20251009_tsujo_heikikamoturei.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/catch-all/20251009_akirakaguide.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/324CO0000000378/20251009_507CO0000000177#Mp-At_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/324CO0000000378/20251009_507CO0000000177#Mpat_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/324CO0000000378/20251009_507CO0000000177#Mpat_1
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